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～2015「国勢調査」（総務省）、2020「あいちの人口」（愛知県）、2025～「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）
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認知症は、
誰もがなる可能性がある
身近な病気



104 122 134 151 172 197 

196 219 235 249 261 
280 

339 
362 362 362 

372 
399 

162 
165 160 158 

162 
175 

76 
84 88 92 

96 

99 

118 
115 109 104 

103 

105 

995 
1,067 1,088 1,117 

1,167 
1,256 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2015 2020 2025 2030 2035 2040

（千世帯）

単独（男） 単独（女） 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2019年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）



















（進捗が低調な理由）

自治体によって、初期集中支援チームの活動スタイルや地域包括支援センター等の他の連
携機関との連携状況、訪問実施体制が異なっており、初期集中支援チームの対応件数に

差が生じている可能性がある。また、新型コロナウイルス感染症の影響によりチームによる
実際の訪問が出来なかった可能性がある。











ガイドラインが目指すもの

令和2年度 老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）
認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドラインの普及や活用実態及び事前の意思表明のあり方に関する調査研究事業
＊認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライン〔組み込み型研修〕テキストより







本人発信支援（認知症への理解促進）

認知症本人大使の委嘱、大使と協働した普及啓発
①

Action

意思決定支援

専門職研修における意思決定支援プログラムの導入
②

Action

地域人材の活用

認知症地域支援推進員の研修プラットホームの構築
③

Action

企業連携
「あいち認知症パートナー宣言」と「認知症の人にやさしい企業
サポーター養成」の一体的取組の推進

④
Action

災害時等における支援

認知症高齢者の災害時支援モデルの構築

⑥
Action.1

新しい生活様式に対応した認知症カフェにおける交流の推進Action.2

若年性認知症の人への支援

若年性認知症の人への早期相談支援体制の構築

⑤
Action.1

若年性認知症の人等の社会参加支援モデルの構築Action.2

研究開発

国立⾧寿医療研究センターを中核とした産学官連携による
共同研究の推進

⑦
Action

認
知
症
の
人
や
そ
の
家
族
の
視
点
を
踏
ま
え
て
推
進

地

域

づ

く

り

研
究
開
発

第２期アクションプラン ７つの柱





認知症チェックリスト
（一般住民向け） ○愛知県高齢福祉課

「認知症関係パンフレット・リーフレットのご案内」
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chiikihoukatu/ninchisho-
pamphlet.html

認知症初期集中支援
チーム用パンフレット
「認知症を理解しよう」

認知症初期集中支援
チーム員研修

○国立長寿医療研究センター
「テキスト・講師資料・研修会録画映像」
http://www.ncgg.go.jp/kenshu/kenshu/27-2.html
※伝達講習会資料としてご利用ください。

認知症サポート医のための
認知症初期集中支援チーム

ハンドブック

https://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/247966.pdf
［印刷は不可］

※認知症サポート医専用サイト「認知症サポート医ネットワーク」 にも
掲載されています。








